千葉市開発審査会　付議基準　第８－１（大規模流通業務施設）チェックリスト
※事前相談時必要書類

申請者　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

申請地　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

予定建築物　（　事務所　一般貨物自動車運送事業の用に供する　・　倉庫業の用に供する　）　
□（１）予定建築物は、次のいずれかに該当し、かつ１日に取り扱う積載重量の合計が平均１００トン以上であることについて地方運輸局により相当と判断される規模のものであること。
　　□　ア　貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第２条第２項に規定する一般貨物自動車運送事業（同条第６項に規定する特別積合せ貨物運送に係る事業を除く）の用に供する建築物。

□　イ　倉庫業法（昭和３１年法律第１２１号）第２条第１項に規定する倉庫であって、同条第２項に規定する倉庫業の用に供する建築物。
×　許可対象とならない例
　□　事業用自動車の運転手等の休憩若しくは睡眠又は車両の点検のための施設である建築物のみを建築する場合
　□　予定建築物の一部に空きスペース（事業者が未決定等のスペース）がある場合
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□（２）予定建築物の敷地は、道路に６メートル以上の進入口を、もって接する土地であり、その全部又は
[image: image1]一部が、次のいずれかに該当する区域内に存すること。

　□　ア　国道１６号及び４車線以上の国道５１号の道路境界から奥行き２５メートル以内の範囲内の区域（路地状敷地の場合、袋地部分が幅員６メートル以上、かつ、延長長さ２５メートル以内）
□　イ　次の路線ごとに定めたインターチェンジの出入口が一般の道と接する地点から半径１０００
メートル以内（千葉北は１５００メートル以内）の範囲内にあるものとして市長が指定した区域内であること（駅1km条例の区域を除く）。
（確認方法：インター地図）（該当インターチェンジ名：　　　　　　　　　　）
□　車両の出入口は、有効幅員６メートル以上の国道、県道、市道（条例指定道路を開発行為により整備する場合を含む。）に接するように配置されていること。
□　車両の出入口から区域外の接続先となる道路に至るまでの区間が有効幅員６メートル以上の国道、県道、市道（条例指定道路を開発行為により整備する場合を含む。）であること。
□（３）次の区域を含んでいないこと。
□　排水路その他の排水施設について、区域内の下水を有効に排出するとともに

　　その排出によって当該区域及びその周辺の地域にいっ水等による被害が生じ

ないような構造及び能力で適当に配置され、又は配置するように設計を定める

ことができない区域（下水道営業課）

□　急傾斜地崩壊危険区域（総合治水課）　
□　土砂災害特別警戒区域（防災対策課）
□　洪水浸水想定区域及び高潮浸水想定区域（※）（防災対策課）
　　（※）対象は以下の区域に限る。
　　　想定される水深が３ｍ以上の区域

□　農用地区域（農地活用推進課）
□　近郊緑地保全区域、特別緑地保全地区、市民緑地、保存樹林、市民の森（公園管理課）
□　史跡名勝天然記念物及び千葉市指定文化財の存する区域（教育委員会文化財課）
　　　　　□　保安林（千葉県北部林業事務所森林管理課）　
　　　　　□  谷津田等の保全区域、水辺環境事業区域（環境保全課）
　　　　　□　駅1㎞条例の区域（宅地課）※ア 国道沿道25m以内は含めることができる。
　　　　　□　上記いずれも該当なし
· （４）インターチェンジから敷地に至る道路まで、通行車両の規格や交通量等に応じた道路構造とす　　　
ること。（確認方法：土木管理課）
· （５）建築計画が建築基準法施行条例（昭和３６年千葉県条例第３９号）の規定に適合していること。
（確認方法：建築情報相談課）
· （６）建蔽率６０％、容積率２００％、高さ２０ｍ以下であること。
　　　　　建蔽率（　　　　　　％）　　　　　容積率　（　　　　　　％）　　
最高高さ（　　　　　　ｍ）
· （７）予定建築物の敷地の周辺環境への配慮について、次に掲げる事項を満たすものとする。
□　ア　車両の主要な出入口を住宅が近接する側に設けないこと。ただし、接道状況によりやむを得ない場合はこの限りでない。
□　イ　第一種高度地区の制限を満たすこと。ただし、周辺の環境を害するおそれがないと認められものはこの限りでない。
· （８）申請地に隣接する地の住民（居住世帯及び事業者）への計画内容を事前に周知し、意見聴取を行
うこと。
□　隣接住民・事業者状況図（リスト等）（必須）　　　
□　説明内容を記載した議事録（必須）　　
◎ 大規模流通業務施設は、事業計画や周辺状況等を個別具体的に確認したうえで、許可要件への適合性を判断する必要がありますので、必ず事前に宅地課窓口でご相談ください。
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右の項目を満たす必要あり








